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当中間期の金融市場では、米国にて政策金利の引き上げ
が実施されたこと等を背景に長期金利は穏やかに上昇しま
した。株式につきましては足元で調整局面も見られたもの
の日米で上昇傾向が継続したほか、為替は円安進行が見ら
れました。しかしながら、国内では長期金利水準の低下、米
国では長短金利差の一層の縮小、株式市場では米中貿易戦
争等への不安など、国内外ともに厳しい運用環境が継続し
ております。
このような業務環境の中、当社は「機動性と専門性を兼

ね備えた、求められる信託銀行へ」をテーマに、お客様の
投融資ニーズや市場環境に応じた運用商品の提案、資産流
動化・管理ニーズへの対応や、農林中央金庫が機関投資家
として長年培ってきたオルタナティブ分野の信託機能等の
提供に努めるとともに、適時適切なフォローを行うことを
通じて受託者責任を果たしてまいりました。
相続・遺言関連業務におきましては、農林中央金庫・系

統との連携をはかりつつ、系統信用事業の顧客基盤維持等
に向けた取組みを進めるとともに、JA組合員の遺言信託へ
のニーズへ適切に対応し、JAの資産相談業務サポートを

行ってまいりました。
こうした取組みの結果、当中間期の業容・業績は次のと

おりとなりました。
信託財産につきましては、当中間期末残高は前年同期末

比６０４億円増の１２兆７，２２９億円となりました。このうち、
有価証券の信託は同１，６９３億円増の７兆７，６６３億円、金銭
信託以外の金銭の信託は同１，７２０億円減の１兆７，７４５億円、
投資信託は同１，４６６億円減の２兆１，６３５億円、金銭債権の
信託は同２，３０４億円増の９，２６２億円、年金信託は同９億円
増の２９０億円となりました。
損益の状況につきましては、信託報酬は前年同期比３２９百

万円増の２，１０４百万円、役務収益は前年同期比３０百万円増
の３７４百万円となり、経常収益は同５２１百万円増の２，８０４百
万円となりました。一方、経常費用は同２３７百万円増の１，８８４
百万円となり、経常利益は同２８３百万円増の９１９百万円、中
間純利益は同２２５百万円増の６８１百万円となりました。
平成３１年１月４日現在、遺言信託代理店については９１

の JA・信農連、信託契約代理店については、１３の信農連が
参加しています。

当社が信託銀行としての競争力を強化し着実な成長を遂
げるためには、お客様のニーズを的確に把握し、付加価値
ある信託機能等を発揮するとともに、環境変化に柔軟かつ
機動的に対応した業務展開を進めることが必要であると認
識しております。
相続・遺言関連業務については、農林中央金庫・系統と

の連携を強化し、組合員顧客との長期的な信頼関係維持を
見据えた業務態勢整備を進めてまいります。また、森林再
生、自然ふれあい教育振興、郷土芸能振興、福祉支援等を
目的とした公益信託を通じて系統のCSR活動を支援してま
いります。

さらに、信託銀行としての社会的責任と公共的使命を果
たすべく、信託法、金融商品取引法等をはじめとする関連
諸法令や顧客本位の業務運営などの社会規範を的確に踏ま
えたコンプライアンス態勢、内部管理態勢の一層の高度化
を図ってまいります。

主要な経営指標の推移

業績の概要
事業の概況

（単位：百万円）

平成２８年９月期 平成２９年９月期 平成３０年９月期 平成２９年３月期 平成３０年３月期

経 常 収 益 ２，１２８ ２，２８３ ２，８０４ ４，３６４ ４，７１２

経 常 利 益 ５５３ ６３５ ９１９ １，０２５ １，２２９

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ３９３ ４５５ ６８１ ７１５ ８５９

資 本 金 ２０，０００ ２０，０００ ２０，０００ ２０，０００ ２０，０００

（ 発 行 済 株 式 総 数 ） ４００千株 ４００千株 ４００千株 ４００千株 ４００千株

純 資 産 額 ３５，２４８ ３５，４３１ ３５，８１２ ３５，５２８ ３５，８２５

総 資 産 額 ５２，６０３ ５０，４２７ ５１，５３２ ４９，７４３ ５０，５３４

預 金 残 高 － － － － －

貸 出 金 残 高 － － － － －

有 価 証 券 残 高 ２０，７９０ ２２，４５４ ２７，５３０ ２０，２３０ ２５，２４２

単体自己資本比率（国内基準） １７８．９４％ １７０．３４％ １８４．５５％ １６７．７０％ １８４．７６％

配 当 性 向 － － － ６９．９２％ ７９．９４％

従 業 員 数 １３０人 １３３人 １３８人 １２９人 １３２人

信 託 報 酬 １，６２２ １，７７５ ２，１０４ ３，４２６ ３，７１５

信 託 財 産 額 １２，８２９，５１０ １２，６６２，５１３ １２，７２２，９３８ １２，６８２，４７１ １２，０３５，１１８

信 託 勘 定 貸 出 金 残 高 ３７３，９２８ ３７２，５１９ ３４８，２１５ ３８４，３３５ ３３０，７０１

信 託 勘 定 有 価 証 券 残 高 １３６，０５２ １５２，１３５ １２２，３１５ １６２，７６７ １３２，５９６

（注）剰余金処分として平成２９年３月期にあたっては５００百万円、平成３０年３月期にあたっては６８７百万円の配当を行ってお
ります。

対処すべき課題
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（単位：百万円）

科 目 平成２９年９月期 平成３０年９月期 科 目 平成２９年９月期 平成３０年９月期

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 ２４，９３５ ２０，７４９ 信 託 勘 定 借 １４，０３５ １４，６０９

金 銭 の 信 託 １ １ そ の 他 負 債 ４９０ ５９３

有 価 証 券 ２２，４５４ ２７，５３０ 未 払 法 人 税 等 ２０２ ２６１

そ の 他 資 産 １，２１７ １，５８３ そ の 他 の 負 債 ２８８ ３３１

そ の 他 の 資 産 １，２１７ １，５８３ 賞 与 引 当 金 １７７ １８３

有 形 固 定 資 産 ２６９ １６６ 退 職 給 付 引 当 金 ２２３ ２７８

無 形 固 定 資 産 １，３４５ １，２７２ 役員退職慰労引当金 ７０ ５５

繰 延 税 金 資 産 ２０４ ２２９ 負 債 の 部 合 計 １４，９９６ １５，７２０

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 ２０，０００ ２０，０００

利 益 剰 余 金 １５，４０５ １５，８０３

利 益 準 備 金 ７４０ ８７７

その他利益剰余金 １４，６６５ １４，９２６

繰越利益剰余金 １４，６６５ １４，９２６

株 主 資 本 合 計 ３５，４０５ ３５，８０３

その他有価証券評価差額金 ２５ ８

評価・換算差額等合計 ２５ ８

純 資 産 の 部 合 計 ３５，４３１ ３５，８１２

資 産 の 部 合 計 ５０，４２７ ５１，５３２ 負債及び純資産の部合計 ５０，４２７ ５１，５３２

中間損益計算書

（単位：百万円）

平成２９年９月期 平成３０年９月期

経 常 収 益 ２，２８３ ２，８０４

信 託 報 酬 １，７７５ ２，１０４

資 金 運 用 収 益 １６３ ３２４

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） （１６１） （３１９）

役 務 取 引 等 収 益 ３４４ ３７４

そ の 他 経 常 収 益 ０ ０

経 常 費 用 １，６４７ １，８８４

資 金 調 達 費 用 ０ ０

役 務 取 引 等 費 用 １４７ １４５

営 業 経 費 １，４９４ １，７３８

そ の 他 経 常 費 用 ５ －

経 常 利 益 ６３５ ９１９

特 別 損 失 ０ ０

税 引 前 中 間 純 利 益 ６３４ ９１９

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １７０ ２５３

法 人 税 等 調 整 額 ８ △１５

法 人 税 等 合 計 １７９ ２３７

中 間 純 利 益 ４５５ ６８１

財務諸表
中間貸借対照表

The Norinchukin Trust & Banking
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中間株主資本等変動計算書

平成３０年９月期
（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額
等合計利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 ２０，０００ ７４０ １５，０６９ １５，８０９ ３５，８０９ １６ １６ ３５，８２５

当中間期変動額

剰余金の配当 １３７ △８２４ △６８７ △６８７ △６８７

中 間 純 利 益 ６８１ ６８１ ６８１ ６８１

株主資本以外の
項目の当中間期
変動額（純額）

△８ △８ △８

当中間期変動額合計 １３７ △１４２ △５ △５ △８ △８ △１３

当中間期末残高 ２０，０００ ８７７ １４，９２６ １５，８０３ ３５，８０３ ８ ８ ３５，８１２

平成２９年９月期
（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額
等合計利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 ２０，０００ ６４０ １４，８０９ １５，４４９ ３５，４４９ ７９ ７９ ３５，５２８

当中間期変動額

剰余金の配当 １００ △６００ △５００ △５００ △５００

中 間 純 利 益 ４５５ ４５５ ４５５ ４５５

株主資本以外の
項目の当中間期
変動額（純額）

△５３ △５３ △５３

当中間期変動額合計 １００ △１４４ △４４ △４４ △５３ △５３ △９７

当中間期末残高 ２０，０００ ７４０ １４，６６５ １５，４０５ ３５，４０５ ２５ ２５ ３５，４３１
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私は、当社の平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日までの第２４期中間事業年度にかかる財務諸表について、すべての重要な点において、

適正に表示されていることを確認いたしました。なお、内部監査部署にて、内部管理態勢の適切性と有効性の検証・評価を定期的に実施し、重要

な事項は取締役会等へ報告する体制により、財務諸表の適正性の確保を図っております。

平成３１年１月２４日 代表取締役社長 東山 克之

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
１．有価証券の評価基準および評価方法
有価証券の評価は、その他有価証券については原則として中間決算日の市
場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、た
だし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平
均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処
理しております。

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

有形固定資産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建
物（建物附属設備を除く。）ならびに平成２８年４月１日以後に取得した建
物附属設備および構築物については定額法）を採用し、年間減価償却費見
積額を期間により按分して計上しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ２年～１５年 その他 ２年～１５年

（２）無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づ
いて償却しております。

３．引当金の計上基準
（１）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞
与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上しております。

（２）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における
要支給額に相当する額を計上しております。

（３）役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員
に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間期末までに発生している
と認められる額を計上しております。

４．消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、
資産にかかる控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

注記事項
（中間貸借対照表関係）
１．関係会社の株式総額 ２４０百万円
２．日本銀行当座預金決済にかかる当座借越取引の担保として、有価証券
１８，５１５百万円を差し入れております。
また、その他の資産には、保証金１３４百万円が含まれております。

３．有形固定資産の減価償却累計額 ５３５百万円

（中間株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類および総数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度
期首株式数

当中間会計期
間増加株式数

当中間会計期
間減少株式数

当中間会計期
間末株式数

発行済株式
普通株式 ４００ － － ４００
合計 ４００ － － ４００

２．配当に関する事項
当中間会計期間中の配当金支払額

（決議） 株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力

発生日
平成３０年６月２５日
定時株主総会 普通株式 ６８７百万円 １，７１７円 平成３０年

３月３１日
平成３０年
６月２６日

（金融商品関係）
金融商品の時価等に関する事項
平成３０年９月３０日における中間貸借対照表計上額、時価およびこれらの差
額は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認
められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）
中間貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（１）現金預け金 ２０，７４９ ２０，７４９ －
（２）金銭の信託 １ １ －
（３）有価証券 ２３，１１０ ２３，１１０ －
その他有価証券 ２３，１１０ ２３，１１０ －

資 産 計 ４３，８６０ ４３，８６０ －
（１）信託勘定借 １４，６０９ １４，６０９ －

負 債 計 １４，６０９ １４，６０９ －

（注１）金融商品の時価の算定方法
資 産
（１）現金預け金

これらはすべて満期のない預け金であり、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。

（２）金銭の信託
信託財産を構成している銀行勘定貸は、すべて満期のない預け金であり、
時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており
ます。

（３）有価証券
債券・投資信託は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格
によっております。株式については、すべて時価を把握することが極めて
困難と認められる非上場株式であるため時価開示の対象としておりませ
ん。
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、９ページ「有
価証券の時価等情報－平成３０年９月期」に記載しております。

負 債
（１）信託勘定借

信託勘定借については、信託勘定の余裕金または未運用元本を銀行勘定経
由で運用を行う場合の勘定であり、約定期間の定めはなく、中間決算日に
おいて返済を行う場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対
照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産（３）有
価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区 分 中間貸借対照表計上額

関連法人等株式
非上場株式（＊） ２４０
その他有価証券
非上場株式（＊） ４，１８０

合 計 ４，４２０

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（有価証券関係）
有価証券関係については９ページ「有価証券の時価等情報－平成３０年９月期」
のとおりであります。

（金銭の信託関係）
金銭の信託関係については９ページ「金銭の信託の時価等情報－平成３０年９
月期」のとおりであります。

（税効果会計関係）
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下
のとおりであります。
繰延税金資産
賞与引当金 ５６百万円
退職給付引当金 ８５
未払事業税 ３０
減価償却損金算入限度超過額 ３４
役員退職慰労引当金 １６
その他 １０

繰延税金資産合計 ２３２
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 ３

繰延税金負債合計 ３
繰延税金資産の純額 ２２９百万円

（持分法損益等）
関連会社に対する投資の金額 ２４０百万円
持分法を適用した場合の投資の金額 ６７７百万円
持分法を適用した場合の投資利益の金額 １２９百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 ８９，５３０円００銭
１株当たりの中間純利益金額 １，７０３円９４銭

財務諸表の適正性および作成に係る内部監査の有効性についての確認

（平成３０年９月期）

The Norinchukin Trust & Banking
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（単位：百万円）

項 目
平成２９年９月期 平成３０年９月期

全社計 国内業務 国際業務 全社計 国内業務 国際業務
信 託 報 酬 １，７７５ １，７７５ － ２，１０４ ２，１０４ －
資 金 運 用 収 支 １６３ １６３ － ３２４ ３２４ －
資 金 運 用 収 益 １６３ １６３ － ３２４ ３２４ －
資 金 調 達 費 用 ０ ０ － ０ ０ －

役 務 取 引 等 収 支 １９６ １９７ △０ ２２８ ２２９ △０
役 務 取 引 等 収 益 ３４４ ３４４ － ３７４ ３７４ －
役 務 取 引 等 費 用 １４７ １４６ ０ １４５ １４５ ０

そ の 他 業 務 収 支 － － － － － －
そ の 他 業 務 収 益 － － － － － －
そ の 他 業 務 費 用 － － － － － －

業 務 粗 利 益 ２，１３５ ２，１３５ △０ ２，６５７ ２，６５８ △０
業 務 粗 利 益 率 ９．３２％ ９．３２％ － １１．６１％ １１．６１％ －
業 務 純 益 ６５２ ６５２ △０ ９３１ ９３１ △０

（注）業務粗利益率＝（業務粗利益÷資金運用勘定平均残高）×１００×３６５÷１８３

主要な業務の状況
業務粗利益等

（単位：百万円）

項 目
平成２９年９月期 平成３０年９月期

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り
資 金 運 用 勘 定 ４５，６６７ １６３ ０．７１％ ４５，６４８ ３２４ １．４１％
国 内 業 務 ４５，６６７ １６３ ０．７１％ ４５，６４８ ３２４ １．４１％
国 際 業 務 － － － － － －

資 金 調 達 勘 定 １３，８４２ ０ ０．００％ １３，６６２ ０ ０．００％
国 内 業 務 １３，８４２ ０ ０．００％ １３，６６２ ０ ０．００％
国 際 業 務 － － － － － －

資金運用収支・資金粗利鞘 １６３ ０．７１％ ３２４ １．４１％
国 内 業 務 １６３ ０．７１％ ３２４ １．４１％
国 際 業 務 － － － －

（注）貸出金の取扱残高はありません。

資金運用・調達勘定の平均残高等

（単位：百万円）

項 目
平成２９年９月期 平成３０年９月期

残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減
受 取 利 息 △１４ ３２ １７ ４５ １１５ １６１
国 内 業 務 △１４ ３２ １７ ４５ １１５ １６１
国 際 業 務 － － － － － －

支 払 利 息 △０ △０ △０ △０ ０ △０
国 内 業 務 △０ △０ △０ △０ ０ △０
国 際 業 務 － － － － － －

（注）１．残高および利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。
２．受取利息および支払利息については、一部について業務別に増減を相殺しているため、国内業務と国際業務の合計額
が合計欄と一致しない場合があります。

受取利息・支払利息の増減

（単位：％）

項 目 平成２９年９月期 平成３０年９月期
総 資 産 経 常 利 益 率 ２．５５ ３．６９
資 本 経 常 利 益 率 ３．６５ ５．２５
総 資 産 中 間 純 利 益 率 １．８３ ２．７４
資 本 中 間 純 利 益 率 ２．６２ ３．８９

（注）１．総資産経常（中間純）利益率＝経常（中間純）利益／総資産平均残高×１００×３６５÷１８３
２．資本経常（中間純）利益率＝経常（中間純）利益／純資産勘定平均残高×１００×３６５÷１８３

利益率
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（単位：百万円）
科 目 平成２９年９月期 平成３０年９月期

給 料 ・ 手 当 ７０６ ７５９
役 員 退 職 慰 労 金 １１ １２
退 職 給 付 費 用 ３３ ５４
福 利 厚 生 費 ９２ ９９
減 価 償 却 費 １４３ ２６０
土 地 建 物 機 械 賃 借 料 ８１ ７９
営 繕 費 １ ４
消 耗 品 費 １１ １１
給 水 光 熱 費 ２ １
旅 費 ５２ ５４
通 信 費 ６ １４
広 告 宣 伝 費 ０ ０
諸会費・寄付金・交 際 費 １７ １５
租 税 公 課 ８０ ９３
そ の 他 ２５２ ２７７
合 計 １，４９４ １，７３８

営業経費の内訳

（単位：百万円）

種 類
平成２９年９月期 平成３０年９月期

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高
国 債 １２，０５１ １２，４６６ ９，０１９ ８，９９９

国 内 業 務 １２，０５１ １２，４６６ ９，０１９ ８，９９９
国 際 業 務 － － － －

地 方 債 ２，８９２ １，００４ １０，９９４ ９，９２０
国 内 業 務 ２，８９２ １，００４ １０，９９４ ９，９２０
国 際 業 務 － － － －

社 債 ２，９９５ ３，１３６ ２，９９６ ２，９９９
国 内 業 務 ２，９９５ ３，１３６ ２，９９６ ２，９９９
国 際 業 務 － － － －

株 式 ４，４２０ ４，４２０ ４，４２０ ４，４２０
国 内 業 務 ４，４２０ ４，４２０ ４，４２０ ４，４２０
国 際 業 務 － － － －

そ の 他 の 証 券 ９５ １８９ ９９ ９８
国 内 業 務 ９５ １８９ ９９ ９８
国 際 業 務 － － － －

合 計 ２２，４５４ ２１，２１７ ２７，５３０ ２６，４３８
国 内 業 務 ２２，４５４ ２１，２１７ ２７，５３０ ２６，４３８
国 際 業 務 － － － －

有価証券の状況
有価証券の種類別残高

（単位：百万円）

種 類
平成２９年９月期

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 期間の定めのないもの 合計
債 券 ３，００５ １４，９３４ － － － １７，９３９

国 債 ３，００５ ９，０４６ － － － １２，０５１
地 方 債 － ２，８９２ － － － ２，８９２
社 債 － ２，９９５ － － － ２，９９５

株 式 － － － － ４，４２０ ４，４２０
そ の 他 の 証 券 － ９５ － － － ９５
合 計 ３，００５ １５，０２９ － － ４，４２０ ２２，４５４

有価証券の種類別・残存期間別残高

（単位：百万円）

種 類
平成３０年９月期

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 期間の定めのないもの 合計
債 券 ７，０１２ １５，９９７ － － － ２３，０１０

国 債 ７，０１２ ２，００６ － － － ９，０１９
地 方 債 － １０，９９４ － － － １０，９９４
社 債 － ２，９９６ － － － ２，９９６

株 式 － － － － ４，４２０ ４，４２０
そ の 他 の 証 券 － ９９ － － － ９９
合 計 ７，０１２ １６，０９７ － － ４，４２０ ２７，５３０
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（単位：百万円）

資 産 平成２９年９月期 平成３０年９月期 負 債 平成２９年９月期 平成３０年９月期

貸 出 金 ３７２，５１９ ３４８，２１５ 指 定 金 銭 信 託 ５４４ ５３８

有 価 証 券 １５２，１３５ １２２，３１５ 特 定 金 銭 信 託 ２４，３１４ １７，５４５

信 託 受 益 権 ３，５４６，８５４ ３，２４３，１３１ 年 金 信 託 ２８，０３８ ２９，０３１

受 託 有 価 証 券 ５，３２６，４６２ ５，３５９，９４６ 投 資 信 託 ２，３１０，２９２ ２，１６３，５９３

金 銭 債 権 ６６１，９９４ ８９４，２９８ 金銭信託以外の金銭の信託 １，９４６，６４７ １，７７４，５８８

有 形 固 定 資 産 ５８，５４０ ４３，９４０ 有 価 証 券 の 信 託 ７，５９７，０４３ ７，７６６，３９２

そ の 他 債 権 １，１８５ ９５６ 金 銭 債 権 の 信 託 ６９５，８５６ ９２６，２９０

銀 行 勘 定 貸 １４，０３５ １４，６０９ 土地及びその定着物の信託 ５９，７７６ ４４，９５８

現 金 預 け 金 ２，５２８，７８６ ２，６９５，５２３

資 産 合 計 １２，６６２，５１３ １２，７２２，９３８ 負 債 合 計 １２，６６２，５１３ １２，７２２，９３８

信託財産残高表注記（平成３０年９月期）
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．信託受益権には、資産管理を目的として再信託を行っている金額３，０９０，１９１百万円を含んでおります。
３．元本補てん契約のある信託については、取扱残高はありません。

金銭信託の信託期間別の元本残高

◇金銭信託にかかる貸出金、財産形成給付信託、貸付信託の取扱残高はありません。

有価証券の時価等情報

（単位：百万円）

１年未満 １年以上２年未満 ２年以上５年未満 ５年以上 その他 合計

平 成 ２９ 年 ９ 月 期 ２２，８８１ － ７７８ ６５６ － ２４，３１６

平 成 ３０ 年 ９ 月 期 １７，２３５ － １９５ ７１５ － １８，１４５

時価評価されていない有価証券の内容および中間貸借対照表計上額 （単位：百万円）

種 類 平成２９年９月期 平成３０年９月期

関連法人等株式
非 上 場 株 式 ２４０ ２４０

その他有価証券
非 上 場 株 式 ４，１８０ ４，１８０

その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種 類

平成２９年９月期 平成３０年９月期

取得原価
中間貸借対
照表計上額

評価差額 取得原価
中間貸借対
照表計上額

評価差額
うち益 うち損 うち益 うち損

債 券 １７，８９７ １７，９３９ ４１ ５３ １２ ２３，０００ ２３，０１０ １０ １９ ９

国 債 １１，９９７ １２，０５１ ５３ ５３ － ８，９９９ ９，０１９ １９ １９ －

地 方 債 ２，９００ ２，８９２ △７ － ７ １１，０００ １０，９９４ △５ － ５

社 債 ３，０００ ２，９９５ △４ － ４ ３，０００ ２，９９６ △３ － ３

そ の 他 の 証 券 ９９ ９５ △４ － ４ ９８ ９９ １ １ －

合 計 １７，９９７ １８，０３４ ３７ ５３ １６ ２３，０９８ ２３，１１０ １１ ２１ ９

信託業務の状況
信託財産残高表

金銭の信託の時価等情報

（単位：百万円）

種 類

平成２９年９月期 平成３０年９月期

取得原価
中間貸借対
照表計上額

評価差額 取得原価
中間貸借対
照表計上額

評価差額
うち益 うち損 うち益 うち損

その他の金銭の信託 １ １ － － － １ １ － － －
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自己資本の充実の状況（単体・国内基準）
自己資本比率等の状況

（１）自己資本の構成
（単位：百万円）

平成２９年９月期 平成３０年９月期
経過措置によ
る不算入額

経過措置によ
る不算入額

コア資本に係る基礎項目（１）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 ３５，４０５ ３５，８０３
うち、資本金及び資本剰余金の額 ２０，０００ ２０，０００
うち、利益剰余金の額 １５，４０５ １５，８０３
うち、自己株式の額（△） － －
うち、社外流出予定額（△） － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 － －
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 － －
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 － －
うち、適格引当金コア資本算入額 － －
適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のう
ち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のう
ち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本にかかる基礎項目の額 （Ａ） ３５，４０５ ３５，８０３
コア資本に係る調整項目（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 ８０７ ５３８ １，０１８ ２５４
うち、のれんに係るものの額 － － － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 ８０７ ５３８ １，０１８ ２５４
繰延税金資産（一時差異にかかるものを除く。）の額 － － － －
適格引当金不足額 － － － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － － － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － － － －
前払年金費用の額 － － － －
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － － － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － － － －
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 － － － －
特定項目に係る十パーセント基準超過額 － － － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － － － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － － － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － － － －
特定項目に係る十五パーセント基準超過額 － － － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － － － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － － － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － － － －
コア資本に係る調整項目の額 （Ｂ） ８０７ １，０１８

自己資本額
自己資本の額（Ａ）－（Ｂ） （Ｃ） ３４，５９８ ３４，７８５
リスク・アセット等（３）
信用リスク・アセットの額の合計額 （Ｄ） １０，４０１ １０，２３９
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ５３８ ２５４
うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。） ５３８ ２５４
うち、繰延税金資産 － －
うち、前払年金費用 － －
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 （Ｅ） ９，９０９ ８，６０８
信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額 （Ｆ） ２０，３１０ １８，８４８
自己資本比率
自己資本比率（国内基準）＝（Ｃ）／（Ｆ）×１００ １７０．３４％ １８４．５５％
コア資本に係る基礎項目比率（国内基準）＝（Ａ）／（Ｆ）×１００ １７４．３１％ １８９．９５％
単体総所要自己資本額＝（Ｆ）×４％ ８１２ ７５３
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信用リスクに関する事項

（１）信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高およびエクスポージャーの主な種類別の内訳

ａ 地域別
（単位：百万円）

平成２９年９月期 平成３０年９月期

債券 現金預け金 その他 合計 債券 現金預け金 その他 合計

国 内 １７，８９７ ２４，９３６ ６，７４４ ４９，５７８ ２３，０００ ２０，７５０ ６，７２２ ５０，４７２

国 外 － － － － － － － －

合 計 １７，８９７ ２４，９３６ ６，７４４ ４９，５７８ ２３，０００ ２０，７５０ ６，７２２ ５０，４７２

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高は、証券化エクスポージャーに該当するものを除きます。
２．期末残高は当期のリスク・ポジションから大幅に乖離はしておりません。

（単位：百万円）

項 目
平成２９年９月期 平成３０年９月期

エクスポージャー
の期末残高

所要自己資本額
エクスポージャー
の期末残高

所要自己資本額

信 用 リ ス ク （ 標 準 的 手 法 ） ４９，５７８ ４１６ ５０，４７２ ４０９

現 金 － － － －

我が国の中央政府及び中央銀行向け ３４，５１８ － ２７，０７８ －

外国の中央政府・中央銀行向け － － － －

国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － －

我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け ２，９００ － １１，００１ －

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － －

国 際 開 発 銀 行 向 け － － － －

地 方 公 共 団 体 金 融 機 関 向 け － － － －

我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け ０ ０ ０ ０

地 方 三 公 社 向 け － － － －

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け ６，３９９ ５１ ６，８９０ ５５

法 人 等 向 け ２２８ ９ ３４８ １３

中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け － － － －

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － － － －

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － －

３ ヶ 月 以 上 延 滞 等 － － － －

信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 － － － －

出 資 等 ４，５０３ ３１４ ４，４８５ ３１３

証券化（オリジネーターの場合） － － － －

証券化（オリジネーター以外の場合） － － － －

複数の資産を裏付とする資産（所謂ファン
ド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産

－ － － －

上 記 以 外 １，０２９ ４１ ６６７ ２６

オペレーショナル・リスク（粗利益配分手法） ３９６ ３４４

合 計 ４９，５７８ ８１２ ５０，４７２ ７５３

（注）１．所要自己資本額＝信用リスク・アセットの額×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）、オフバランス取引および派生商品取引の
与信相当額です。

３．「証券化エクスポージャー」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある２以上のエクスポージャー
に階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

４．「上記以外」には、固定資産等が含まれます。

（２）自己資本の充実度

所要自己資本の額

（注）１．「銀行法第１４条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた
めの基準（平成１８年金融庁告示第１９号。以下「自己資本比率告示」という。）」に基づき算出しております。

２．当社は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては粗利益配
分手法を採用しております。

３．マーケット・リスク相当額不算入の特例を適用しております。
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ｂ 業種別

（２）３ヶ月以上延滞エクスポージャーまたはデフォルトしたエクスポージャーの期末残高

該当事項はありません。

（３）一般貸倒引当金、個別貸倒引当金および特定海外債権引当勘定の期末残高および期中の増減額

該当事項はありません。

（４）業種別または取引相手の別の貸出金償却の額

該当事項はありません。

（単位：百万円）

平成２９年９月期 平成３０年９月期

債券 現金預け金 その他 合計 債券 現金預け金 その他 合計

法
人

製
造
業

食料、パルプ・紙、化学 － － － － － － ０ ０

そ の 他 製 造 業 － － １８ １８ － － １９ １９

小 計 － － １８ １８ － － １９ １９

非
製
造
業

農 業 ・ 林 業 ・ 水 産 業 － － － － － － － －

建 設 業 － － － － － － － －

電気・ガス・熱供給・水道業 － － ２３ ２３ － － １９ １９

情 報 通 信 業 ・ 運 輸 業 － － ６３ ６３ － － ６７ ６７

卸 売 ・ 小 売 業 － － － － － － － －

各 種 サ ー ビ ス 業 － － １１ １１ － － ７ ７

金 融 ・ 保 険 業 ３，０００ ２，４５７ ５，４７７ １０，９３５ ３，０００ ２，７０８ ５，７３０ １１，４３８

そ の 他 非 製 造 業 等 １４，８９７ ２２，４７９ １，１５０ ３８，５２６ ２０，０００ １８，０４１ ８７６ ３８，９１８

小 計 １７，８９７ ２４，９３６ ６，７２５ ４９，５６０ ２３，０００ ２０，７５０ ６，７０２ ５０，４５２

個 人 － － － － － － － －

合 計 １７，８９７ ２４，９３６ ６，７４４ ４９，５７８ ２３，０００ ２０，７５０ ６，７２２ ５０，４７２

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高は、証券化エクスポージャーに該当するものを除きます。

２．その他非製造業等には、中央政府、地方公共団体等を含みます。

ｃ 残存期間別
（単位：百万円）

平成２９年９月期 平成３０年９月期

債券 現金預け金 その他 合計 債券 現金預け金 その他 合計

１ 年 以 内 ２，９９８ ２４，９３６ １，１９０ ２９，１２５ ７，０００ ２０，７５０ １，４４８ ２９，１９８

１ 年 超 ３ 年 以 内 ８，９９９ － － ８，９９９ １，９９９ － ６８ ２，０６７

３ 年 超 ５ 年 以 内 ５，９００ － ９４ ５，９９４ １４，０００ － － １４，０００

５ 年 超 ７ 年 以 内 － － － － － － － －

７ 年 超 １０ 年 以 内 － － － － － － － －

１０ 年 超 － － － － － － － －

期 限 の 定 め の な い も の － － ５，４５９ ５，４５９ － － ５，２０５ ５，２０５

合 計 １７，８９７ ２４，９３６ ６，７４４ ４９，５７８ ２３，０００ ２０，７５０ ６，７２２ ５０，４７２

（注）信用リスクに関するエクスポージャーの残高は、証券化エクスポージャーに該当するものを除きます。
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（５）リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャー

（単位：百万円）

リスク・ウェイト区分（％）
平成２９年９月期 平成３０年９月期

うち外部格付を
参照するもの

うち外部格付を
参照するもの

０％ ３７，４１８ － ３８，０８０ －

１０％ ０ － ０ －

２０％ ６，３８７ ３，０００ ６，８８７ ３，０００

３５％ － － － －

５０％ － － － －

７５％ － － － －

１００％ ２，４３７ － ２，１９６ －

１５０％ － － － －

２００％ ３，０００ － ３，０００ －

２５０％ ２４０ － ２４０ －

１２５０％ － － － －

上記以外 ９４ － ６８ －

合 計 ４９，５７８ ３，０００ ５０，４７２ ３，０００

（注）１．証券化エクスポージャーに該当するものを除きます。
２．経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置後のリスク・ウェイトに
よって集計しております。また経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象として
おります。

３．「上記以外」には、ルックスルー方式により信用リスク・アセットを計測するファンド等の資産が含まれております。

（単位：百万円）

平成２９年９月期 平成３０年９月期

中間貸借対照表計上額 時価 中間貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー － － － －

上記以外の株式等エクスポージャー ４，４２０ ４，４２０

（２）出資等または株式等エクスポージャーの売却および償却にかかる損益の額

該当事項はありません。

（３）中間貸借対照表で認識され、かつ、中間損益計算書で認識されない評価損益の額

該当事項はありません。

（４）中間貸借対照表および中間損益計算書で認識されない評価損益の額

該当事項はありません。

信用リスク削減手法に関する事項

現在、当社において該当する取引はありません。

派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

現在、当社において該当する取引はありません。

証券化エクスポージャーに関する事項

現在、当社において該当する取引はありません。

銀行勘定における出資等または株式等エクスポージャーに関する事項

（１）中間貸借対照表計上額等
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金利リスクに関する事項

金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益または経済的価値の増減額
（単位：百万円）

平成２９年９月期 平成３０年９月期

当社が内部管理上使用した金利ショックに対する損益・経済的価値の
増減額（上方向の２００bp平行移動）

△１，０６７ △１，４６１
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当社が契約している指定紛争解決機関

当社は金融ADR制度に基づき設置された下記の「指定紛争解決機関」に加盟しております。

当社が契約している指定紛争解決機関

根拠とする法令 銀行法 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律

当社が契約している指定紛争解決機関 一般社団法人 全国銀行協会 一般社団法人 信託協会

連絡先 全国銀行協会相談室

０５７０―０１７１０９

０３―５２５２―３７７２

信託相談所

０１２０―８１７３３５

０３―６２０６―３９８８

当社が取り扱う投資一任業務や投資助言業務などの登録金融機関業務につきましては、現在のところ金融ADR制度上の「指定

紛争解決機関」は設置されておりません。しかし、その代替措置として、一般社団法人 全国銀行協会、もしくは下記のとおり、

当社が加入する日本証券業協会および一般社団法人 日本投資顧問業協会から委託を受けた特定非営利活動法人 証券・金融商品

あっせん相談センター（FINMAC）を利用いただくこともできます。

（参照URL http : //www.nochutb.co.jp/当社へのご相談・苦情）

中小企業の経営の改善および地域の活性化のための取組みの状況

中小企業者等からの貸出等の相談・申込みに対しては、信託銀行として受益者の意向も踏まえつつ誠実かつ丁寧に対応すること

としております。

また、地域の活性化のための取組みとして公益信託による社会貢献があります。公益信託とは、お客様が公益（公共の利益）を

目的として財産を信託し、信託銀行等がその財産を管理運用して公益目的を実現するものです。公益信託の目的には、自然環境保

全、文化財の保護、教育、社会福祉事業、慈善活動などがありますが、信託銀行はこれらの公益信託の受託を通じて、社会に貢献

しております。

当社では、平成１０年１１月に「JA長野信連５０周年記念 自然ふれあい教育振興基金」を受託して以来、「JAバンク新潟県信連

創立５０周年記念ホームヘルパー支援基金」「JA・静岡県信連 民俗芸能振興基金」「JA・岐阜県信連 民俗文化財振興基金」など、

地域の教育・福祉・文化財保護などを支援することを目的として、各地域の JAグループの皆様方から様々な公益信託を受託して

います。

なかでも平成１７年３月に農林中央金庫から受託した森林再生基金（通称：FRONT８０）にかかる公益信託は、荒廃した国内の

森林を再生する事業や活動に対して助成することを目的とした、他に例のないユニークなものです。平成２６年５月には、荒廃し

た民有林の再生や森林の多面的機能の持続的な発揮を目的として、農林中央金庫が「FRONT８０」の後継基金として創設した「公

益信託 農林中金森林再生基金（通称：農中森力（もりぢから）基金）」を受託いたしました。本基金では、森林施業の今日的課

題の一つである「施業集約化」や「搬出間伐等」の取組みを更に加速化させるため、荒廃林の再生事業の中でも、特に地域の模範

となり高い波及効果が見込まれる事業や、先進性のある事業に重点的に助成を実施し、地域の中核を担う林業事業体（非営利の法

人）の事業実施態勢整備のサポートを行っていきます。

農林中央金庫グループならではのこの取組みにより、国土の保全や水源の涵養などの機能を持ち、また農林水産業の持続的な発

展にも欠かすことのできない森林資源の保全に、少しでもお役に立つことができるよう努めてまいります。

（参照URL http : //www.nochutb.co.jp/社会貢献活動）

名称 特定非営利活動法人

証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）

相談窓口の名称 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）

０１２０―６４―５００５

（FINMACは公的な第三者機関であり、当社の関連法人ではありません。）
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開示に関する項目（銀行法施行規則第十九条の二）
一 銀行の概況及び組織に関する次に掲げる事項
イ 経営の組織 …………………………………………………………………１
ロ 持株数の多い順に十以上の株主に関する次に掲げる事項
（１） 氏名 ………………………………………………………………… 表紙裏
（２） 各株主の持株数 …………………………………………………… 表紙裏
（３） 発行済株式の総数に占める各株主の持株数の割合 …………… 表紙裏

ハ 取締役及び監査役の氏名及び役職名 …………………………………… －
ニ 会計参与の氏名又は名称 ………………………………………………… －
ホ 会計監査人の氏名又は名称 ……………………………………………… 表紙裏
ヘ 営業所の名称及び所在地 ………………………………………………… 表紙裏
ト 当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者に関する事項 ……………… －
チ 外国における法第二条第十四項各号に掲げる行為の受託者に関す
る事項 ……………………………………………………………………… －

二 銀行の主要な業務の内容（信託業務の内容を含む） ……………………… －

三 銀行の主要な業務に関する事項として次に掲げるもの
イ 直近の中間事業年度における事業の概況 ………………………………３
ロ 直近の三中間事業年度及び二事業年度における主要な業務の状況
を示す指標
（１） 経常収益 ……………………………………………………………３
（２） 経常利益又は経常損失 ……………………………………………３
（３） 中間純利益若しくは中間純損失 …………………………………３
（４） 資本金及び発行済株式の総数 ……………………………………３
（５） 純資産額 ……………………………………………………………３
（６） 総資産額 ……………………………………………………………３
（７） 預金残高 ……………………………………………………………３
（８） 貸出金残高 …………………………………………………………３
（９） 有価証券残高 ………………………………………………………３
（１０） 単体自己資本比率 …………………………………………………３
（１１） 配当性向 ……………………………………………………………３
（１２） 従業員数 ……………………………………………………………３
（１３） 信託報酬 ……………………………………………………………３
（１４） 信託勘定貸出金残高 ………………………………………………３
（１５） 信託勘定有価証券残高 ……………………………………………３
（１６） 信託財産額 …………………………………………………………３

ハ 直近の二中間事業年度における業務の状況を示す指標
主要な業務の状況を示す指標
（１） 業務粗利益及び業務粗利益率 ……………………………………７
（２） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの資金運用収

支、役務取引等収支、特定取引収支及びその他業務収支 ……７
（３） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの資金運用勘

定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金
利ざや ………………………………………………………………７

（４） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの受取利息及
び支払利息の増減 …………………………………………………７

（５） 総資産経常利益率及び資本経常利益率 …………………………７
（６） 総資産中間純利益率及び資本中間純利益率 ……………………７

預金に関する指標
（１） 国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの流動性預金、

定期性預金、譲渡性預金その他の預金の平均残高 …………… 該当なし
（２） 固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分ご

との定期預金の残存期間別の残高 ……………………………… 該当なし
貸出金等に関する指標
（１） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの手形貸付、

証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高 ………………… 該当なし
（２） 固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残存期間別の

残高 ………………………………………………………………… 該当なし
（３） 担保の種類別（有価証券、債権、商品、不動産、保証及び

信用の区分をいう。）の貸出金残高及び支払承諾見返額……… 該当なし
（４） 使途別（設備資金及び運転資金の区分をいう。）の貸出金

残高 ………………………………………………………………… 該当なし
（５） 業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合 ………… 該当なし
（６） 中小企業等に対する貸出金残高及び貸出金の総額に占める

割合 ………………………………………………………………… 該当なし
（７） 特定海外債権残高の五パーセント以上を占める国別の残高 … 該当なし
（８） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預貸率の期

末値及び期中平均値 ……………………………………………… 該当なし
有価証券に関する指標
（１） 商品有価証券の種類別（商品国債、商品地方債、商品政府

保証債及びその他の商品有価証券の区分をいう。）の平均
残高 ………………………………………………………………… 該当なし

（２） 有価証券の種類別（国債、地方債、短期社債、社債、株式、
外国債券及び外国株式その他の証券の区分をいう。）の残
存期間別の残高 ……………………………………………………８

（３） 国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの有価証券の種
類別（国債、地方債、短期社債、社債、株式、外国債券及
び外国株式その他の証券の区分をいう。）の平均残高…………８

（４） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預証率の期
末値及び期中平均値 ……………………………………………… 該当なし

信託業務に関する指標
（１） 信託財産残高表（注記事項を含む。）……………………………９
（２） 金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託（以

下「金銭信託等」という。）の受託残高…………………………９
（３） 元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託

された信託を含む。）の種類別の受託残高……………………… 該当なし
（４） 信託期間別の金銭信託及び貸付信託の元本残高 ………………９
（５） 金銭信託等の種類別の貸出金及び有価証券の区分ごとの運

用残高 ……………………………………………………………… 該当なし
（６） 金銭信託等に係る貸出金の科目別（証書貸付、手形貸付及

び割引手形の区分をいう。）の残高……………………………… 該当なし
（７） 金銭信託等に係る貸出金の契約期間別の残高 ………………… 該当なし
（８） 担保の種類別（有価証券、債権、商品、不動産、保証及び

信用の区分をいう。）の金銭信託等に係る貸出金残高………… 該当なし
（９） 使途別（設備資金及び運転資金の区分をいう。）の金銭信託

等に係る貸出金残高 ……………………………………………… 該当なし

関連法人等の状況

＜事業の概況＞

農林中金バリューインベストメンツ株式会社は、農中信託銀行社内における投資助言業務を行う部署（企業投資部）から独立し

て、平成２６年１０月２日に農林中央金庫および農中信託銀行の出資により、設立されました。設立の目的は、より高度で良質な投

資助言業務を提供することで、農林中央金庫グループの一員として金融仲介機能を発揮するとともに、価値に基づく資本配分を通

じた経世済民の実現を目指すものです。

索引（法定開示項目一覧）

（平成３０年９月３０日現在）

名称
主たる営業所または
事務所の所在地・電話

事業の内容 設立年月日
資本金（百万円）

議決権の所有割合（％）

農林中金バリューインベ
ストメンツ株式会社

〒１０１―００４７
東京都千代田区内神田一丁目

１番１２号
０３―５２８３―０１７７

投資助言 平成２６年１０月２日
４４４
２７．７５

The Norinchukin Trust & Banking
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会社概要
名 称 農中信託銀行株式会社

英 文 名 称 The Norinchukin Trust & Banking Co.,Ltd.

設立年月日 平成７年８月１７日

本店所在地 〒１０１‐００４７

東京都千代田区内神田一丁目１番１２号

代表電話番号 ０３‐５２８１‐１３１１

営 業 所 本店のみ

資 本 金 ２００億円

株 主 農林中央金庫

（保有株式４００，０００株 保有割合１００％）

会計監査人の名称 EY新日本有限責任監査法人

Ｕ Ｒ Ｌ http : //www.nochutb.co.jp

目 次

組織図 ……………………………………………………１

業績ハイライト …………………………………………２

業績の概要

事業の概況 ………………………………………………３

対処すべき課題 …………………………………………３

主要な経営指標の推移 …………………………………３

財務諸表

中間貸借対照表 …………………………………………４

中間損益計算書 …………………………………………４

中間株主資本等変動計算書 ……………………………５

注記表 ……………………………………………………６

財務諸表の適正性および作成に係る内部監査の有効

性についての確認 ………………………………………６

主要な業務の状況

業務粗利益等 ……………………………………………７

資金運用・調達勘定の平均残高等 ……………………７

受取利息・支払利息の増減 ……………………………７

利益率 ……………………………………………………７

営業経費の内訳 …………………………………………８

有価証券の状況

有価証券の種類別残高 …………………………………８

有価証券の種類別・残存期間別残高 …………………８

有価証券の時価等情報 …………………………………９

金銭の信託の時価等情報 ………………………………９

信託業務の状況

信託財産残高表 …………………………………………９

金銭信託の信託期間別の元本残高 ……………………９

自己資本の充実の状況（単体・国内基準）

自己資本比率等の状況 …………………………………１０～１１

信用リスクに関する事項 ………………………………１１～１２

信用リスク削減手法に関する事項 ……………………１３

派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手の

リスクに関する事項 ……………………………………１３

証券化エクスポージャーに関する事項 ………………１３

銀行勘定における出資等または株式等エクスポー

ジャーに関する事項 ……………………………………１３

金利リスクに関する事項 ………………………………１４

中小企業の経営の改善および地域の活性化のための

取組みの状況 ………………………………………………１５

当社が契約している指定紛争解決機関 …………………１５

関連法人等の状況 …………………………………………１６

索引（法定開示項目一覧）…………………………………１６～１７

本誌は、銀行法第２１条に基づいて作成したディスクロージャー資料です。本誌掲載の計数は、原則として単位未満を切り捨てのうえ表示して
おります。当社で取扱いのない取引および該当のない事項については、本文中で表示するほか、索引（法定開示項目一覧）内に掲示しております。

（１０） 業種別の金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総額に
占める割合 ………………………………………………………… 該当なし

（１１） 中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出
金の総額に占める割合 …………………………………………… 該当なし

（１２） 金銭信託等に係る有価証券の種類別（国債、地方債、短期
社債、社債及び株式その他の証券の区分をいう。）の残高…… 該当なし

四 銀行の業務の運営に関する次に掲げる事項
イ リスク管理の体制 ………………………………………………………… －
ロ 法令遵守の体制 …………………………………………………………… －
ハ 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況 ………１５
ニ 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める事項
（１） 指定紛争解決機関が存在する場合 当該銀行が法第十二条

の三第一項第一号に定める手続実施基本契約を締結する措
置を講ずる当該手続実施基本契約の相手方である指定紛争
解決機関の商号又は名称 …………………………………………１５

（２） 指定紛争解決機関が存在しない場合 当該銀行の法第十二
条の三第一項第二号に定める苦情処理措置および紛争解決
措置の内容 …………………………………………………………１５

五 銀行の直近の二中間事業年度における財産の状況に関する次に掲げる
事項
イ 中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書 …４～５
ロ 貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額
（１） 破綻先債権に該当する貸出金 …………………………………… 該当なし
（２） 延滞債権に該当する貸出金 ……………………………………… 該当なし
（３）３ヶ月以上延滞債権に該当する貸出金 ………………………… 該当なし
（４） 貸出条件緩和債権に該当する貸出金 …………………………… 該当なし

ハ 元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された
信託を含む。）に係る貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヶ月
以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当するものの額並びにそ
の合計額 …………………………………………………………………… 該当なし

ニ 自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項 ………１０～１３
ホ 流動性に係る経営の健全性の状況について金融庁長官が別に定め
る事項 ……………………………………………………………………… 該当なし

ヘ 次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益
（１） 有価証券 ……………………………………………………………９
（２） 金銭の信託 …………………………………………………………９
（３） 第十三条の三第一項第五号イからホまでに掲げる取引 ……… 該当なし

ト 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 ……………………………… 該当なし
チ 貸出金償却の額 …………………………………………………………… 該当なし
リ 法第二十条第一項の規定により作成した書面について会社法第三
百九十六条第一項による会計監査人の監査を受けている場合には
その旨 ……………………………………………………………………… －

ヌ 銀行が中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動
計算書について金融商品取引法第百九十三条の二の規定に基づき
公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合にはその旨 … 該当なし

ル 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には
その旨 ……………………………………………………………………… 該当なし

六 報酬等に関する事項であって、銀行の業務の運営または財産の状況に
重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるもの …………… －

七 中間事業年度の末日において、当該銀行が将来にわたって事業活動を
継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その
他当該銀行の経営に重要な影響を及ぼす事象が存在する場合には、そ
の旨及びその内容、当該重要事象等についての分析及び検討内容並び
に当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策の具体的内容 … 該当なし

資産の査定に関する事項

（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則）
対象となる債権その他の資産はありません。

開示に関する項目（銀行法施行規則第十九条の三）
一 銀行及びその子会社等の概況
イ 銀行の概況及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成 …３，１６
ロ 銀行の子会社等に関する次に掲げる事項
（１） 名称 …………………………………………………………………１６
（２） 主たる営業所又は事務所の所在地 ………………………………１６
（３） 資本金又は出資金 …………………………………………………１６
（４） 事業の内容 …………………………………………………………１６
（５） 設立年月日 …………………………………………………………１６
（６） 銀行が保有する子会社等の議決権の割合 ………………………１６
（７） 銀行の一の子会社等以外の子会社等が保有する当該一の子

会社等の議決権に占める割合 …………………………………… 該当なし

二 銀行及びその子会社等の主要な業務に関する事項
イ 直近の中間事業年度における事業の概況 ………………………………３，１６
ロ 直近の三中間連結会計年度及び二連結会計年度における主要な業
務の状況を示す指標 ……………………………………………………… 該当なし

三 直近の二中間連結会計年度における財産の状況に関する事項 …………… 該当なし

四 報酬等に関する事項であって、銀行の業務の運営または財産の状況に
重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるもの …………… －

五 中間事業年度の末日において、重要事象等が存在する場合には、その
旨及びその内容、当該重要事象等についての分析及び検討内容並びに
当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策の具体的内容 …… 該当なし

単体自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示事項（銀行法施行規則第十九条の二第一項第五号ニに基づく平成二十六年金融庁告示第七号第十条第三項および第四項）

１ 自己資本の構成に関する事項 ……………………………………………………１０～１１

２ 定性的な開示事項
一 自己資本調達手段の概要 ……………………………………………………… －

二 銀行の自己資本の充実度に関する評価方法の概要 ………………………… －

三 信用リスクに関する事項 ……………………………………………………… －

四 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要 ………… －
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